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第１章 水道事業経営戦略策定の趣旨と位置付け 
１．策定の趣旨 

本市の水道は、1929 年４月に給水を開始して以来、現在までに９次にわたる拡張事業

を行ったことで、給水普及率がほぼ 100％に達し、既に拡張から維持管理の時代へと移行

しております。 

この結果、高度経済成長期に整備された水道施設の更新に継続的に取組むことが求めら

れ、加えて、東日本大震災をはじめとする大規模災害を踏まえた水道の危機管理の観点を

含めた施設及び体制の整備が求められます。 

しかし、一方では、近年の人口減少社会への移行、節水機器の普及、大口需要者の地下

水利用などによる給水量の継続的な減少等による給水収益の減少などにより、今後の財政

収支への影響が予想される中で、必要な施設整備を進めていかなければならないという、

これまで経験したことのない事業環境の変化による新たな課題が生じています。 

本市水道事業では、水道事業を取り巻く環境の変化や今後の水道事業の課題に対応した

戦略的な事業展開を図るため、2018年 4月に本市水道事業の将来像を掲げた『茨木市水

道事業ビジョン』を策定いたしました。 

『茨木市水道事業ビジョン』では目指す将来像として「安全と信頼を未来につなぐ水道

の実現」を基本理念とし、「イバラキ（茨木）の水道は、バランスの取れた事業経営で（持

続）、ライフラインとして必要な強さを備え（強靭）、キレイで安全な水をお届けします（安

全）」を基本目標としています。 

そこで、本市水道事業では、『茨木市水道事業ビジョン』で掲げた将来像、基本理念、基

本目標を実現するため、将来の投資費用の合理化を前提とした「投資試算」と「財源試算」

を均衡させた収支計画を定め、安全・安心な水道水を将来にわたって供給し続けるための

より具体的な実行計画である『茨木市水道事業経営戦略』を策定しました。 

今後は、これらをもとにお客さまのニーズに対応した 50年先も信頼される水道を目指

して事業を推進してまいります。 
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２．位置付け 

本市の上位計画である総合計画『第 5次茨木市総合計画』の中で、水道事業は、良好な

水質の維持はもちろんのこと、水道施設の耐震化の推進により災害への備えを充実させる

役割を担っております。 

一方、厚生労働省は、『新水道ビジョン』を推進するために、安全（水道水の安全の確保）、

強靭（確実な給水の確保）、持続（供給体制の持続）の３つの観点から、各事業体に水道事

業ビジョン（長期的視点を踏まえた戦略的な水道事業計画）の策定を求めています。 

また、大阪府では府域水道の将来像と水道整備の方向性を示す『大阪府水道整備基本構

想（おおさか水道ビジョン）』、用水供給元である大阪府広域水道企業団※においては、「大

阪広域水道企業団将来構想（WATER WAY2030）」が改定されています。 

『茨木市水道事業ビジョン』は『第 5次茨木市総合計画』、『新水道ビジョン』、及び『お

おさか水道ビジョン』の視点に留意し、本市水道事業が理想とする将来像を明示するとと

もに、その実現に向けて当面の概ね 10年間（計画期間 2018～2027年度）に取組む方策

と目標を示し、本市水道事業の最も基本となる計画として位置付けられています。 

さらに、総務省は『公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会報告書』（2014年 3月

付け）や『「経営戦略」の策定推進について』（2016年１月 26日付け）を公表し、中長期

的な視野に基づく計画的な経営に取組み、徹底した効率化、経営基盤の強化等を行うため、

経営の基本計画として「経営戦略」を 2020年度までに策定するよう求めています。 

そこで、本市は、『茨木市水道事業ビジョン』の視点に留意し、整合性を確保したものと

して、『茨木市水道事業経営戦略』を策定し、本市水道事業における中長期的な経営の基本

計画として位置付けています。 

 

 

 

 

 

 

  

【大阪広域水道企業団】大阪府が運営していた水道用水供給事業（水の卸売業）を府に代わり府内 42市町村で共同経営するため、2010年

11月に設立され、2011年４月から府内の市町村に用水供給を行っている組織。（一部事務組合） 
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３．計画期間 

2019年度から 2028年度までの 10年間 

 

「経営戦略策定ガイドライン（総務省）」における「中長期的な視点から経営基盤の強化

等に取組むことができるように、計画期間は 10年以上を基本とする」という考え方を踏ま

え、長期的な安定を見据えた中で 2019年度から 2028年度までの 10年間を本計画の計画

期間とします。 

 

図表 1-1 茨木市水道事業ビジョン及び経営戦略の位置付け 
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第２章 水道事業の現状 
１．水需要の動向  

（１）給水人口 
本市の総人口は、彩都地区をはじめとする新規住宅開発地区への市外からの転入等によ

り、毎年 1,000人ほど増加し続けています。 

給水人口及び給水戸数についても同様に増加し続けており、2015年度末で、給水人口は

約 28万人、給水戸数は約 12万２千戸となっています。 

しかし、国立社会保障・人口問題研究所から公表された『日本の地域別将来推計人口 2013

年３月推計』では、本市においても 2020 年頃をピークにこれまでの増加傾向から減少傾

向に転じるものと予測されています。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1 給水人口・給水戸数の推移 
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（２）給水量 
  給水量は、給水人口が増加し続けているにもかかわらず、緩やかながら減少し続けてい

ますが、この原因は、節水意識の向上及び住宅の新築や改築に伴う節水機器の普及などに

より、一人あたりの水道使用量が減少しているためと考えられます。 

  一方、地下水を利用した専用水道への転換により減少傾向にあった大口使用者※の水量に

ついては、2010年４月の大阪広域水道企業団における受水単価値下げ（改定率 11.5％）

及び累積利益剰余金の還元による 2010年 10月の料金改定後（平均改定率約 17.7％の値

下げ）は、下げ止まり傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【年間総給水量】水道施設等から配水された年間の水量のこと。 

【年間総有収水量】お客さまの水道メーターの検針水量など、料金徴収の対象となった年間水量のこと。 

【大口使用者・大口水量】ここでいう大口使用者は、1か月で 1,000㎥以上使用するお客さまのこと。大口水量は大口使用者が１年間 

に使用した水量の合計。 

【一人あたり水道使用量】有収水量の内、生活用（業務用、工場用等を除く）に利用された水量を給水人口で割ったもの。 

図表 2-2 給水量の推移 

図表 2-3 一人あたり水道使用量※の推移 

※ 

2010.10料金改定 

※ ※ 



 

6 

 

第２章 水道事業の現状 

 

２．水道施設の現状 

（１）取水施設 
  本市の取水施設は、十日市浄水場における深井戸と

浅井戸及び清阪浄水場における深井戸となっています。 

  十日市浄水場では９井の深井戸と１井の浅井戸から

取水しており、一日当り約１万 4 千ｍ3を取水してい

ます。 

今後も安定的な水量を確保するためには井戸の

浚渫
しゅんせつ

※などの改修を定期的に行っていく必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

十日市浄水場 第３号取水井 

図表 2-4 取水施設の概要（2015年度） 

  竣工年 種別 
口径 

（mm） 

深度 

（ｍ） 

認可取水量 

（ｍ3/日） 

2015年度 

平均取水実績 

(m3/日） 

備考 

十日市 

浄水場 

第 1号取水井 1965 深井戸 350 180 1,300 

13,778 

 

第 2号取水井 1965 深井戸 350 200 1,200  

第 3号取水井 1990 深井戸 350 280 2,100  

第 4号取水井 1993 深井戸 350 200 2,300  

第 5号取水井 1967 深井戸 350 200 1,700  

第 6号取水井 1970 深井戸 350 172 900 
 

第 7号取水井 1972 深井戸 350 145 （500） 予備 

第 8号取水井 2000 深井戸 350 300 1,500  

第 9号取水井 1979 深井戸 350 200 1,000  

浅井戸取水井 1979 浅井戸 － － 5,000   

清阪 

浄水場 
１号取水井 1989 深井戸 150 50   11   

 

【井戸の浚渫
しゅんせつ

】井戸底に たまった砂、ヘドロの除去を行うこと。井戸は長年使用している間に取水量が減少したり、水質が悪化すること 

があるため、定期的なメンテナンスをする必要がある。 
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（２）浄水施設 
十日市浄水場では、凝集沈でん・急速ろ過※及び紫

外線処理※による浄水処理を行っており、１日当たり

約１万７千ｍ3の施設能力を有しています。 

清阪浄水場は、大字清阪地区を対象として塩素消

毒※処理により１日当たり約 30ｍ3 の施設能力を有

しています。 

なお、各種施設の運用状況は全て十日市浄水場に

て 24時間監視しており、本市全体の安定的な水道の

供給体制を構築しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

十日市浄水場中央監視室 

図表 2-5 浄水施設の概要（2015年度） 

施設種別 名称 
認可施設能力 

（ｍ3/日） 
原水種別 主な浄水方法 

浄水 十日市浄水場 

12,000 自己水原（深井戸） 
取水→凝集沈でん・急速ろ過※

→消毒 

5,000 自己水原（浅井戸） 取水→紫外線処理※→消毒 

浄水 清阪浄水場 31 自己水原（深井戸） 取水→消毒※ 

 

【凝集沈でん・急速ろ過】凝集剤を用いて凝集沈でんした後、残りの上澄水を砂層でろ過し、取り除く浄水方法のこと。１日 120～150m

の速い速度でろ過を行うため、急速という。 

【紫外線処理】通常塩素処理では死滅しないクリプトスポリジウムに対し、紫外線を照射することで不活化（増殖しないようにすること）

させる浄水方法のこと。 

【消毒】塩素の強い殺菌作用によって、水道水中の病原菌などを殺菌し、所定の残留塩素を維持することで、送・配・給水系統での細

菌汚染を予防する方法のこと。本市では、消毒を目的として次亜塩素酸ナトリウムを使用している。 
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（３）送配水施設 
配水施設における配水池は、水需要の時間的変動に対して、ピーク時の配水量が不足し

ないように、また、浄水及び送水施設などが事故で停止しても直ちに断水することがない

ように水道水を貯留する施設であり、また、高低差の利用や配水ポンプによって給水圧力

の調整を行うための施設でもあります。 

市内には、現在 49基の配水池（配水場※など含む）があり、その容量は合計で約６万 5

千m3です。これは、本市で１日に使用する水の約２／３日分に相当し、標準的に必要とさ

れる 12時間分を満たしております。 

これら配水池のうち、容量の大きい施設を対象に緊急遮断弁※の整備を進めており、震災

時における飲用水の確保に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 2-6 配水施設の概要（2015年度） 

名称 竣工年 配水池数 貯水容量(m3) 緊急遮断弁 

花園配水場 1980 2 10,000  有 

西穂積配水場 1965～1980 5 14,000  有 

豊川配水池 1996～2002 3 12,000  有 

野々宮配水場 1983～1998 3 10,200  有 

安威配水池 1966～2006 3 7,800  有 

山手台低区配水池 1974 1 1,500  有 

山手台高区配水池 1973～1997 2 2,500  有 

あさぎ配水場 2004 2 1,900  有 

やまぶき低区配水池 2009 2 720  有 

やまぶき中区配水池 2007 2 1,760  有 

やまぶき高区配水池 2010 2 1,260  有 

あかね配水池 2015 2 760  有 

泉原配水池 2006 2 400  有 

馬場配水池 1990 2 80  無 

免山配水池 1999 2 34  無 

安元・板谷配水池 1996 2 80  無 

上音羽配水池 1995 2 122  無 

銭原配水池 1995 2 124  無 

長谷配水池 1997 2 48  無 

下音羽配水池 2000 2 102 無 

忍頂寺配水池 1989 2 112  無 

清阪配水池 1989 2 64  無 

赤才加圧ポンプ室 1997 － － 無 

梅原加圧ポンプ室 1999 － － 無 

清水加圧ポンプ室 1999 － － 無 

合計  49  65,566   有：13か所 

【配水場】配水池に配水ポンプ場が付いているもの。 

【緊急遮断弁】地震などの異常を感知したとき、自動で弁が閉じ、水の流出を防ぐ機能を持った弁のこと。 

 飲料水などの緊急用水を確保することができる。 
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図表 2-7 送水施設※の概要（2015年度） 

名称 竣工年 送水先 受水池数 貯水容量(m3) 

十日市浄水場 

（送水ポンプ棟） 
2006 

安威配水池 

西穂積配水場 
6 7,900 

彩都受水場 

（送水ポンプ棟） 
2004 

あさぎ配水場 

やまぶき高区配水 
2 3,000 

上音羽受水場 

（送水ポンプ棟） 
2007 

上音羽配水池 

銭原配水池 
2 84 

泉原受水場 

（送水ポンプ棟） 
2006 泉原配水池 2 143 

山手台送水ポンプ場 1974 
山手台高区配水池 

山手台低区配水池 
2 400 

下音羽送水ポンプ場 2000 下音羽配水池 1 10 

忍頂寺送水ポンプ場 1989 忍頂寺配水池 1 12 

馬場中継ポンプ場 1998 免山配水池 － － 

合計  
 

16 11,549 

 

【送水施設】浄水施設から配水池までの送水に係る送水ポンプや送水管などの施設（企業団からの受水池を含む） 
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延長（ｋｍ）

布設年度 （年）

（４）管路 
1929 年４月に給水開始して以来、本市水道事業では送配水管の整備を行い、その延長は

2016年 3月現在で約 780ｋｍとなっています。 

布設年度をみると、管路の法定耐用年数※である 40 年を超えて使用している管路は、約

100ｋｍ（全体管路の 12％程度であり、同規模の都市の平均値とほぼ同程度）となっていま

すが、これまで漏水を減らすために、計画的な老朽管の更新（2015年度更新率は 0.75％で

あり、同規模の都市の平均値と同程度）や漏水調査に取り組んでおり、有収率を 95%以上と

高い水準で維持しています。 

ただし、今後、耐用年数を超える管路が年々増加する状況にあり、管路更新を継続的に進

める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 2-8 年度別布設延長 

法定耐用年数を超過 

 

【法定耐用年数】法定耐用年数は、資産管理（減価償却率の算定）のために設定されたものであり、40年を過ぎれば直ちに漏水し、 

使えなくなると言うものではない。ただし、経年すればするほど漏水のリスクは上昇することから、法定耐用年数の超過割合は、 

管路全体の老朽度を測る指標となっている。本市では、水道管の種類や老朽度、重要度等を評価した上で、優先順位の高いもの 

から順次更新することにより、耐震性を向上させながら漏水も抑えていく。 



 

11 
 

第２章 水道事業の現状 

8.5
9.8

16.1
17.3

18.1

19.7
20.8

0 

5 

10 

15 

20 

25 

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

（％）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

 
（５）地震対策の現状 
今後発生する可能性がある大規模地震に備えるために、本市では水道施設の耐震診断を

順次行い、その結果に基づき耐震補強及び更新を計画的に進めています。 

浄水施設の耐震化率は、まだ 30％程度しか進んでいませんが、配水池の耐震化率は徐々

に増えており 2015年度末では 91.4％で他都市よりかなり進んでいます。 

管路については、阪神･淡路大震災を教訓に老朽管路の更新において、1995 年からは

基幹管路※、2006年度からは全ての管路において耐震管※を採用するなど耐震化を進めて

おり、耐震化率は 2015年度末時点で 20.8％と他事業体よりも進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-10 管路の耐震化率の推移 

6年間（2009～2015）で 

約2.5倍 

図表 2-9 管種割合（2015年度末） 

※ 

耐震性能を有する管路 

ダクタイル鋳鉄管（一般継手） 

584.7km（75.4％） 

ダクタイル鋳鉄管（耐震継手）119.3km（15.4％） 

鋼管・ステンレス鋼管 3.4km（0.4％） 

塩化ビニル管 24.0km（3.1％） 

ポリエチレン管 38.9km（5.0％） 

その他 

0.2km（0.1％） 

普通鋳鉄管 4.8km（0.6％） 

【基幹管路】水運用上、重要度が高く、代替え機能のない基幹的な管路のことで、本市では導水管、送水管、配水本管（口径 400mm以上） 

のこと。 

【ダクタイル鋳鉄管】鋳鉄に含まれる炭素を球状化することで強さや伸びに優れた材質の鋳鉄管。 

【耐震管】耐震性の高い材質（ダクタイル鋳鉄管や鋼管など）を用い、ダクタイル鋳鉄管については、耐震継手構造（NS、GX継手など） 

を有する管のこと。 
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0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

３．経営の状況 

（１）財政状況 
2015年度総収益の内訳をみると、全体の 79％が給水収益（水道料金収入）であり、収

益の大半を給水収益が占めています。一方、総費用の内訳は、大阪広域水道企業団からの

受水費が全体の 42％を占めており、その次に減価償却費※、職員給与費、支払利息（企業

債分）となっています。 

減価償却費、職員給与費、支払利息（企業債分）は、水量の変動に左右されにくい固定

費であり、これら固定費が全体の 45％を占めています。 

固定費は水量の減少に比例して削減することが困難であるため、今後、給水収益の減少

に伴い経営が悪化する可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【減価償却費】水道施設の整備に必要な費用を使用できる期間（耐用年数）で割り振って、毎年計上する費用のこと。 

【長期前受金戻入】補助金や工事負担金など、自己財源以外の財源で水道施設など整備した場合、その財源について減価償却費に見合

う分を収益として毎年計上するもののこと。本市水道事業では、2015年度の経常収支は黒字となっていますが、これは長期前受金

戻入を計上したことが主な要因となっています。 

図表 2-11 総収益と総費用（2015年度）（百万円） 

※ 

動力費 136 

分担金 291 

その他営業収益 159 

補助金 7、受取利息及び配当金 6、雑収益 5、 

受託工事収益 5、特別利益 1 

減価償却費 1,497 

（33％） 

受水費 1,924 

（42％） 

職員給与費 377（8％） 

支払利息（企業債分）173（4％） 修繕費・材料費 80 

受託工事費等 3、その他 401 

総収益 
5,346
百万円 

総費用 
4,591
百万円 

給水収益 4,233 

（79％） 

固定費（45％） 

長期前受金戻入 639 
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（２）水道料金 
  本市水道事業の給水収益は減少傾向を示しています。給水収益の減少の主な要因は、市

内の給水人口が増加を続けている一方、節水意識の向上や節水機器の普及により、有収水

量が減少傾向にあるためです。 

特に 2011年において給水収益が大きく減少しているのは、2010年 10月に水道料金の

値下げを実施したことが要因です。改定前の水道料金は、使えば使うほど従量料金が大幅

に増加するものであり、当時は、大口使用者の地下水利用への転換が急増するなど、給水

収益が減少し続けていました。そこで、2010年４月の現大阪広域水道企業団の受水単価値

下げ及び累積利益剰余金をお客さまに還元できる機会を利用し、従量料金の増加率を緩和

するとともに、メーター口径の大きい使用者の基本料金を引き上げる料金体系の見直しを

行いました。 

その結果、2012年度以降、有収水量は減少していますが、給水収益は横ばい傾向を示し

ており、給水収益が安定して確保できています。 

なお、本市の水道料金は、大阪府内他市町村と比較して安価※となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 2-12 給水収益と有収水量の推移 

水道料金値下げ 
2010年 10月 

【水道料金の水準】口径 20㎜で１か月 20㎥使用（一般家庭相当）した場合、府内 43市町村中 5番目に安価となっています。 

（2018年 4月現在） 



 

14 

 

第２章 水道事業の現状 

 

 

（３）企業債 
本市の借入である企業債※の残高は、拡張事業に伴う大規模整備事業等が完成した 2010

年度以降新規企業債の発行を行っていないことと過去に借入した企業債の繰上償還を行っ

たことにより、返済金額は除々に減少しています。 

今後も引き続き発行済企業債の償還を進めながら、将来の給水人口や料金収入を見据え、

企業債の活用など世代間の負担の公平性に留意しつつ、財源の確保について検討を行う必

要があります。 
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図表 2-13 企業債残高の推移 

【企業債】地方公営企業（水道事業など）が建設事業等に必要な資金を調達するために国などから借り入れる借入金のこと。 
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（４）組織体制 
職員定数 98人に対して 2015年度現在、水道部の職員数は 68名です。これまで業務の

委託化や人員配置の最適化を進めた結果、2006年度に比べて職員数は 25％（21名）少な

くなっております。また、職員一人当たりの給水収益は、他事業体と比較すると高くなっ

ており、効率的に事業を運営できているといえます。 

今後は、非常時対応を含む将来の望ましい組織体制と事業の持続性を視野に入れた適正

人員を見極めつつ、民間委託等の活用など、より一層事業運営の効率化について検討して

いく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人材育成 
将来にわたって、ライフラインとしての水道を維持するためには、その時々の状況に応

じ的確な対応ができ、水道施設の運営に関する専門的な知識や経験を有する職員の確保や

育成が重要です。 

  そのため、公益社団法人日本水道協会や大阪広域水道企業団などが開催する研修会の有

効活用や内部研修会の開催などにより、専門的な技術や知識の習得に努めています。 

  職員数の削減・熟練職員の退職によって技術力が低下しないよう、技術力の継承・向上

のため、今後も計画的に人材を育成することなどが必要となっています。 
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図表 2-14 職員数の推移 図表 2-15 職員一人当たりの給水収益（2015年度） 

算出式「給水収益÷損益勘定所属職員数」 
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（６）他団体と比較した経営状況 

経営指標について他団体※と次の図表のとおり比較を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営指標（2016年度） 茨木市 他団体平均 数値の見方※ 

① 経常収支比率 経営の健全性 114.1％ 116.8% ▲ 

② 事業収益対資金残高比率 資金の余力 115.7％ 106.2% ▲ 

③ 企業債残高対給水収益比率 債務の状況 128.1％ 206.3% ▼ 

④ 料金回収率 料金の水準 106.1％ 107.7% ▲ 

⑤ 給水原価 料金の水準 138.6円/㎥ 154.7円/㎥ ▼ 

⑥ 施設利用率 施設等の効率性 75.0% 65.9％ ▲ 

⑦ 有収率 施設等の効率性 95.4% 95.2％ ▲ 

⑧ 有形固定資産減価償却率 老朽化の状況 46.5% 50.3％ ▼ 

⑨ 管路経年化率 老朽化の状況 12.5% 31.2％ ▼ 

⑩ 管路更新率 老朽化の状況 0.5% 0.9% ▲ 

※▲：数値が高い方が良好、▼：数値が低い方が良好 

※他団体比較の対象として、北摂他市（豊中市、箕面市、吹田市、高槻市、摂津市、池田市）の団
体の平均値としている。 

図表 2-16 経営指標の他団体比較（2016年度） 
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経営指標の比較の結果、『財務の状況』を示す指標では、「事業収益対資金残高比率」、「企

業債残高給水収益比率」、「給水原価」は、他団体平均と比較して良好な数値となっていま

す。 

一方で、「経常収支比率」、「料金回収率」は他団体平均を下回っているものの、ともに

100％を超えており、経営の健全性が保たれている状況と言えます。 

『施設の状況』を示す指標では、「施設利用率」、「有形固定資産減価償却率」、「管路経年

化率」は他団体平均と比較して良好な数値となっています。一方で、「管路更新率」につい

ては、他団体平均と比較して低い数値となっていますが、「有形固定資産減価償却率」、「管

路経年化率」からわかるように他団体よりも施設や管路の老朽化は進んでいない状況であ

り、管路更新の必要性が低かったためです。ただし、P20 で示すとおり、今後、耐用年数

を超える管路が年々増加する状況にあるため、楽観視できる状況ではなく、今後も管路や

施設の更新を継続的に進める必要があります。なお、「有収率」は他団体平均と同水準です

が、95％程度と高い水準となっています。 

今後、施設及び管路の適切な更新を行っていくためには、財源の確保が必要であり、適

切な財源確保、財源構成の検討を進めていく必要があります。また、現時点において「経

常収支比率」は良好な数値（100％以上）を示していますが、適切な更新を行った上でも

なお経営の健全性が確保できるよう、経営基盤の強化を図っていく必要があります。 
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第３章 今後の事業環境と課題 
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図表 3-1 給水人口と年間総給水量の推移 

第３章 今後の事業環境と課題 

１．人口減少と水需要の動向  

本市の人口は、これまで増加し続けていましたが、国立社会保障・人口問題研究所から

公表された『日本の地域別将来推計人口（2013年３月推計）』及び本市が 2016年２月に

策定した『茨木市人口ビジョン』では、2020年度頃をピークに減少傾向に転じることが予

測されています。 

  この予測を参考に、新規住宅開発地区への市外からの転入人口を加味し、給水人口を予

測した結果、2021年度をピークに減少傾向に転じ、10年後の 2027年度末に約 27万７

千人、40年後の 2057年度末に約 22万７千人にまで減少する見込みです。 

  また、給水量については、企業の水需要の動向や彩都地区等での新規開発に伴う給水量

の増加を見込んでいるものの、お客さまの節水意識の向上及び住宅の新築や設備の改築に

伴う節水機器の普及により緩やかながら減少し続けており、人口減少の影響により、さら

に減少し、2027年度末に約 2,960万m3、2057年度末に約 2,284万m3となる見込みで

す。 

水需要の減少は、給水収益（水道料金収入）の減少に直接つながり、水道事業の経営に

大きく影響するとともに、水道施設の規模が過大になるなど効率性の低下が懸念されます。 

そのため、水道施設の更新の際には、水需要の減少に応じた施設の規模の適正化を図る

など、効率的な施設整備を進める必要があります。 
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２．更新需要の増加と資金の確保 
（１）更新需要の増加 
本市水道事業は、２つの浄水場、25 の配水施設、８つの送水施設のほか、約 800ｋｍに

及ぶ管路を保有しており、現在の建設費に換算すると約 1,101億円に相当します。 

また、資産全体の内、管路が全体の約 78.9％を占めており、次いで土木施設が約 8.2％と

なっています。 

1929年 4月の給水開始から約 90年が経過する中、これまで水道施設の統廃合や老朽管

の更新を計画的に進めてきましたが、資産の大半を占める管路については、仮に法定耐用年

数である 40年を更新基準とした場合、今後、更新需要は年々増加していき、2034年度に

ピークを迎えると予想されます。 

水道事業を健全に経営していくためには、保有している水道施設について適切な時期に更

新を行い、適正な状態で維持していく必要があります。 

そのため、水道施設の更新の際には、耐用年数の長い管種の採用など水道施設の長寿命化

を図るとともに、将来の水需要を見据えた、より一層の施設規模の適正化や統廃合を検討し、

お客さまへの影響が大きい重要度の高い施設から優先的に実施していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 3-2 水道資産内訳（2015年度現在の価格に換算） 

管路 868.8億円 

（78.9％） 

建築 35.9億円（3.3％） 

土木 90.6億円（8.2％） 

電気 75.3億円（6.8％） 

機械 30.2億円（2.8％） 

水道資産 

1,100.8億円 
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図表 3-3 管路の更新需要の推移（2015年度） 

法定耐用年数を超えた管路 

約 100ｋｍ 
更新需要のピーク（2034年度） 

更新対象管路の増加 

法定耐用年数で更新した場合の更新需要 
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図表 3-4 法定耐用年数で更新した場合の水道施設の更新費用 

 

（２）資金の確保 
本市水道事業の現有資産を法定耐用年数で更新する場合、2018年から 2067年（50年

間）の年平均で約 36.4億円の費用が必要となります。これは 2015年度の更新事業費約

13億円の約 2.8倍の費用に相当します。 

一方、水道料金収入については、給水量の減少に伴い減少することが予想されるため、

更新事業に必要な資金を十分に確保できないおそれがあります。 

このような状況の中、更新事業を着実に進めるためには、適正な維持管理による水道施

設の長寿命化や将来の水需要を見据えた効率的かつ効果的な投資を行うことにより更新費

用の抑制及び平準化を図る必要があります。 

そのためには、アセットマネジメント手法を用いた中長期的な更新需要と財政収支見通

しを検討し、財源の裏付けのある計画的な投資を行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平均約 36.4億円/年 
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３．人材の確保と技術の継承  

水道事業は、経営、経理、料金、契約、広報、建設、給配水、浄水、水質、計画など様々

な分野の業務で構成されており、それぞれの分野において専門性の高い職員を適切に配置

することが求められます。 

本市は、職員一人当たりの給水収益が他事業体と比較すると高く、効率的に事業を運営

できていますが、職員一人当たりの業務量の負担が大きいともいえます。職員の年齢構成

は、2015年度末で 50歳代以上の職員の割合が 50％以上となっており、今後 10年間に水

道事業を支えてきたベテラン職員の大量退職に直面することになります。 

そのような中、今後とも水道事業を維持・継続していくためには、ベテラン職員がこれ

までに培った技術やノウハウを次世代の職員に確実に継承できるよう、職員の適正な配置

や年齢構成の適正化を図るとともに、若年層の育成を計画的に行っていく必要があります。 

  また、人材の確保と技術の継承は、他事業体においても共通の課題となっていることか

ら、大阪府内の他事業体との連携について、継続的に検討していく必要があります。 
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図表 3-5 年齢別職員構成（2015年度） 

50歳代以上の職員が50％以上 

今後 10年間で大量退職 



 

23 
 

第４章 投資・財政計画 

図表 4-1 水道事業ビジョンと経営戦略の関連性 

第４章 投資・財政計画 

１．水道事業経営の原則と経営戦略の考え方 

本市水道事業は、お客さまへ安全・安心な水道水を安定して供給することを目的とした、

本市が経営する企業（地方公営企業）で、独立採算と受益者負担の原則に基づき、税金で

はなく、原則として水道料金で経営しています。 

「経営戦略」の策定目的は、お客さまへ安全・安心な水道水を安定的に供給することを

可能とするための水道施設等への「投資試算」と投資に対する適切な「財源試算」を行い、

収支を均衡させた「投資・財政計画」を策定し、計画的な経営を行うことにより、将来に

わたり安定的に必要な市民サービスの提供を維持することです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 水道事業ビジョン 

経営戦略 

整 

合 

均 衡 

投資・財政計画（収支計画） 

投資試算 財源試算 
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２．投資計画 

（１）投資目標 
投資目標の設定方針 

老朽化した水道施設を更新していくこと、耐震化率

を向上させることは、「キレイで安全な水」をお届けす

ることや「ライフラインとしての必要な強さ」を確保

することにはつながりますが、これらのみでは、給水

原価が増加し持続的な経営が困難となります。 

本市では「バランスの取れた事業経営」も合わせて

実現するために、施設・管路の更新、耐震化を進める

ことはもちろんのこと、将来水需要を見込んだ施設・

設備の統廃合等についても同時に進め、給水原価の増

加を抑えていくことを目標としています。 

水道事業ビジョンにおける目標 

 

 

項目 
現状 目標 

2016年度 2022年度 2027年度 

施設・設備の合理化 

（統廃合・ダウンサイジング） 
水道施設数 45か所 39か所 39か所 

施設・管路の 

更新、耐震化 

耐震化済み 

重要給水施設※数 
0か所 15か所 24か所 

配水池の耐震化率 91.4％ 100％ 100％ 

管路の更新率 0.78％ 1.0％以上 

基幹管路の耐震管率 37.1％ 44％ 45％ 

有収率 95.4％ 95%以上を維持 

給水原価の抑制 給水原価※ 138.6円 137円以下を維持 

バックアップ率※ 21％ 60％ 60％ 

施設・設備の合

理化（統廃合・

ダウンサイジング）

施設・管路の

更新、耐震化

給水原価の

抑制

【重要給水施設】災害時に重要な拠点となる救急病院、応急救護所、要介護高齢者や障害者など配慮の必要な人が二次的に避難する 

福祉避難所など、人命の安全確保を図るために給水優先度が特に高い施設のこと。 

【給水原価】有収水量(漏水など除く水道料金収入となった水量)１㎥当たりについて、どれだけ費用がかかったかを表しています。 

なお、計算は次式で算出します。{経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯工事費)}／年間総有収水量(円／㎥) 

【バックアップ率】複数系統から受水可能な配水区域の一日最大給水量(㎥/日)／本市水道事業の一日最大給水量(㎥/日) 
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（２）水道事業ビジョンを踏まえた投資計画 
① アセットマネジメント手法を用いた中長期的な更新需要 

本市水道事業の現有資産を法定耐用年数で更新する場合、50年間の平均で約 36.4億

円の費用が必要となります。これに対して、水道料金収入については、給水量の減少に

伴い減少することが予想されます。 

このような状況の中、更新事業を着実に進めるためには、適正な維持管理による水道

施設の長寿命化や施設の統廃合を進め、更新費用の抑制と平準化を図る必要があります。 

そこで、本市ではアセットマネジメント手法を用いて中長期的な更新需要を試算しま

した。この結果、50 年間の平均更新費用を 36.4 億円から 18.8 億円に削減することが

できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アセットマネジメント手法による中長期的な更新需要試算の考え方 

● 地方公営企業法で規定されている水道施設の耐用年数（法定耐用年数）は、資産管理

のために定められたものであり、本市の水道施設の更新実績と乖離している部分があ

ります。そこで、将来の更新需要試算にあたっては、施設の安全性を確保・向上しつ

つ、施設毎の重要度や本市の更新実績を考慮した更新サイクル（目標耐用年数）を設

定しました。 

● 将来の水需要を見据えた、より一層の施設規模の適正化を図るために、施設の統廃合

等を更新需要の試算に反映することにより更新費用の抑制を図るとともに、事業量の

平準化を行いました。 
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図表 4-3 中長期的な更新需要 

【法定耐用年数で更新】 【アセットマネジメント手法を用いた更新】 

平均約 36.4億円/年 
平均約 18.8億円/年 

長寿命化 

統廃合 

平準化 

図表 4-2 水道施設の更新基準 

工種 法定耐用年数 
目標耐用年数 

（アセットマネジメント 
手法による更新） 

建築 50年 65～75年 

土木 60年 68～78年 

電気設備 20年 25年 

機械設備 10～15年 24年 

管
路 

ダクタイル鋳鉄管（耐震管）
※

 

40年 

80～100年 

ダクタイル鋳鉄管
※
（上記以外） 60年 

ダクタイル鋳鉄管以外 
（塩化ビニル管、ポリエチレン管等） 40年 

【ダクタイル鋳鉄管】鋳鉄に含まれる炭素を球状化することで強さや伸びに優れた材質の鋳鉄管。 

【ダクタイル鋳鉄管；耐震管】耐震継手構造（NS、GX継手など）を有し、震度６強以上の地震や液状化現象が発生しても被害がない 

管のこと。 
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② 中長期的な更新需要を踏まえた 10年間の投資計画 

本市においては、投資計画を達成するために必要な施策として、「水道施設の適切な維

持及び更新」、「水道施設の耐震化の推進」を挙げております。そのため、今後 10年間の

具体的な投資計画を「茨木市水道施設更新計画」（2018年 3月策定）に基づき、策定し

ました。 

図表 4-3に今後 10年間の投資予定金額を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 4-4 今後 10年間の投資計画 
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水道施設の統廃合への投資 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

将来の水需要を見据えた、より一層の施設規模の適正化や水道施設の統廃合の可否に

ついて検討を行い、効率的かつ効果的な施設更新を行っていきます。 

 
 
 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

施設の統廃合については、統廃合後の施設能力や安全性の向上、将来の施設更新費用、

既存設備の更新時期等を考慮し、統廃合した方が適当と判断される 6 施設を選定しまし

た。その結果、2022年度をめどに水道施設を現状の 45か所から 39か所に統廃合する

計画です。具体的には次のとおり施設の統廃合を実施します。 

 

・一つの水源系統（大阪広域水道企業団村野浄水場）からの受水に頼っている花園配水

場配水区域については、2019年度に安威配水池からの配水を加えるとともに、西穂積

配水場との系統間連絡を行うことにより、３つの水源（十日市浄水場自己水及び大阪

広域水道企業団村野浄水場・三島浄水場）からの配水が可能となります。この結果、

複数水源化の実現とともに自然流下による配水が可能となるため、花園配水場の配水

ポンプ設備を廃止します。 

・配水ポンプ設備による加圧式を採用している野々宮配水場は、停電時には断水する危

険性があります。より安定した給水を実現するために、2019年度に野々宮配水場を廃

止し、隣接する花園配水場配水区域及び西穂積配水場配水区域へ編入します。 

・建設から 29年が経過し老朽化が進んでいる清阪浄水場及び清阪配水池については、電

気計装設備の更新時期に合わせて 2022 年度までに廃止し、下音羽配水池からの配水

に切替えます。 

・建設から 21年が経過し老朽化が進んでいる馬場中継ポンプ場及び梅原加圧ポンプ場を

2022年度までに廃止し、泉原配水池からの配水に切替えます。 

  

基本目標 

持続 強靱 安全 
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年度

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
項目

施設の統廃合
◆馬場中継ポンプ場（廃止）
◆梅原加圧ポンプ場（ 〃 ）

◆清阪浄水場（廃止）
◆清阪配水池（ 〃 ）

◆野々宮
配水場（廃止）

◆花園配水場
配水ポンプ（廃止）

統廃合前 統廃合後 

227億円 
(４５か所) 

199億円 
(３９か所) 

統廃合の効果 

・将来の水需要を見据えた 

施設規模の適正化 

・将来の更新費用を約 28億円削減 

・安定給水の向上 

（停電時の断水回避） 

更
新
費
用 

図表 4-5 水道施設の統廃合スケジュールとその効果 

約 28億円 
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統廃合前 

図表 4-6 水道施設位置図（2017年 4月現在：統廃合前） 

西穂積配水場 

野々宮配水場 

豊川配水池 

十日市浄水場 

花園配水場 

安威配水池 

彩都受水場 

あさぎ配水場 

あかね配水池 

山手台低区配水池 

山手台高区配水池 

やまぶき低区配水池 

やまぶき中区配水池 

やまぶき高区配水池 

馬場配水池 

免山配水池 

泉原受水場 

泉原配水池 

安元・板谷配水池 

忍頂寺配水池 

下音羽配水池 

上音羽受水場 

清阪浄水場 長谷配水池 

清阪配水池 

上音羽配水池 

銭原配水池 

山手台送水ポンプ場 

馬場中継ポンプ場 

梅原加圧ポンプ室 

赤才加圧ポンプ室 

忍頂寺送水ポンプ場 

下音羽送水ポンプ場 

企業団 村野浄水場 

水の流れ 

企業団 三島浄水場 

P 

P 

P 

P 

P 

P 
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図表 4-7 水道施設位置図（統廃合後） 

統廃合後 

西穂積配水場 

野々宮配水場（廃止） 

豊川配水池 

花園配水場（配水ポンプ廃止） 

安威配水池 

彩都受水場 

あさぎ配水場 

あかね配水池 

山手台低区配水池 

山手台高区配水池（加圧ポンプ廃止） 

やまぶき低区配水池 

やまぶき中区配水池 

やまぶき高区配水池 

馬場配水池 

免山配水池 

泉原受水場 

泉原配水池 

安元・板谷配水池 

忍頂寺配水池 

下音羽配水池 

上音羽受水場 

清阪浄水場（廃止） 長谷配水池 

清阪配水池（廃止） 

上音羽配水池 

銭原配水池 

P 山手台送水ポンプ場 

P 

馬場中継ポンプ場（廃止） 

梅原加圧ポンプ室（廃止） P 

P 

赤才加圧ポンプ室（廃止） 

P 

忍頂寺送水ポンプ場 

下音羽送水ポンプ場 P 

（廃止） 

これまでの水の流れ 

新たに追加する水の流れ 

企業団 村野浄水場 

企業団 三島浄水場 

十日市浄水場 
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図表 4-8 バックアップの概要図 
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水道施設の老朽化対策・耐震化対策への投資 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

浄水池や配水池等は、日常的・定期的な点検により、必要に応じて防水補修等の長寿

命化対策を実施し、可能な限り長期間使用していきます。また、水道施設に設置されて

いるポンプ設備や受配電設備、電気計装設備等についても常に正常に運転できる状態を

維持するため、今後とも定期的に保守点検や分解補修等を実施することにより、長寿命

化を図っていきます。 

浄水施設の耐震化については、高速凝集沈でん池のみ耐震化未実施であるため、今後、

耐震補強や更新も含めた整備手法の検討を行い、耐震化に対する取組みを継続していき

ます。 

 
 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

老朽化対策においては、設備の機能診断結果を基に優先順位を決定し、優先順位が高

いものについては更新を行います。優先順位が低いものについては、定期的な保守点検

分解補修等を実施することにより長寿命化を図ります。両者のいずれの手法を採用する

かについては、設備全体の更新と部分的な修繕について経済性等を考慮し、最も効果的

な手法を選定します。 

耐震化対策においては、配水池の耐震化率が 100％（2017 年度末時点）を達成して

いるため、浄水場や配水場の場内配管の耐震化に取組みます。場内配管の耐震化対策で

は、管路の布設替えによる手法と管路の継手部分の離脱性能を向上させる耐震補強金具

による手法で実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標 

持続 強靱 安全 

耐震補強金具（イメージ） 

出典；コスモ工機㈱HP 出典；大成機工㈱HP 

配水池（耐震化率 
100％達成済） 

図表 4-9 水道施設の耐震化対策（場内配管の耐震化） 
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年度

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
項目

水道施設の

老朽化対策

水道施設の

耐震化対策

◆花園配水場（場内配管）
◆豊川配水池（ 〃 ）

◆西穂積配水場
（場内配管）

◆安威配水池（ 〃 ）

◆豊川配水池（電気設備等）
◆山手台高区配水池（ 〃 ）

◆西穂積配水場（計装設備等）
◆山手台高区配水池（ 〃 ）

◆安威配水池（計装設備等）
◆泉原配水池 （ 〃 ）
◆下音羽配水池（ 〃 ）

◆豊川配水池
（機械設備、計装設備等）

◆西穂積配水場 （ 〃 ）
◆忍頂寺送水ポンプ場（ 〃 ）

◆忍頂寺配水池（場内配管）
◆安元・板谷配水池（ 〃 ）
◆馬場配水池 （ 〃 ）

◆山手台低区配水池
（機械設備、計装設備等）

◆山手台高区配水池 （ 〃 ）
◆下音羽送水ポンプ場（ 〃 ）
◆上音羽配水池 （ 〃 ）

◆上音羽配水池（場内配管）
◆長谷配水池 （ 〃 ）
◆免山配水池 （ 〃 ）

◆十日市浄水場（機械設備、計装設備等）
◆彩都受水場 （ 〃 ）
◆西穂積配水場（ 〃 ）
◆馬場配水池 （ 〃 ）

◆泉原受水場
（計装設備）

◆上音羽受水場
（計装設備）

◆彩都受水場
（機械設備、電気設備、

計装設備等）
◆花園配水場 （ 〃 ）
◆やまぶき中区配水池

（ 〃 ）

◆十日市浄水場
（機械設備、

計装設備）
◆上音羽配水池

（ 〃 ）

図表 4-10 水道施設の老朽化対策・耐震化対策のスケジュール 
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水道管路の老朽化対策・耐震化対策への投資 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

大規模地震が発生した場合においても、お客さまへ安定して水道水を供給するために

老朽管の更新にあわせて管路の耐震化を進めていきます。管路の耐震化にあたっては、

重要給水施設への管路の更新優先度を高く設定することにより、効率的に耐震化を進め

ます。 

 
 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

今後 10年間で老朽化した管路を約 76ｋｍ更新（更新率 1.0%以上）することで、漏

水事故等の低減と同時に管路耐震化率の向上を図ります。 

また、配水池等から重要給水施設（救急病院、応急救護所、福祉避難所：全 29か所）

につながる配水管については、更新の優先順位を上げ、目標年次までに 24か所の耐震化

を目指して急ピッチで整備を行い、早期の耐震化を目指します。 

管路の耐震化については、災害時における断水被害を最小限に抑えつつ、早期復旧を

可能とするため、整備効果の高い基幹管路の耐震化率を現状で 37.1%を目標年次までに

45％にできるように整備を推進します。 

また、これらの管路工事にあわせて、鉛製給水管の更新を実施し 2027 年度までに鉛

製給水管の解消に取組みます。これによって、給水管からの鉛溶出を抑制し給水栓にお

ける水質を良好に保つことができるとともに、鉛製給水管に起因する漏水事故の軽減を

図ることができます。 

なお、管路の更新工事に際しては、他企業の工事と調整を図り、掘返しの防止や道路

の舗装復旧費を抑制するとともに、新たな使用材料や新工法等の導入検討を行うことに

より、投資費用の低減に努めます。 

 

  

基本目標 

持続 強靱 安全 
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蛇口 

給水管 

ﾒｰﾀｰ 止水栓 

配水管 

道路 

分水栓 

官民境界 

鉛製給水管の取替範囲 

（水道部施工） 

分水栓以降を給水装置といいます（個人財産※メーターを除く） 

図表 4-11 更新工事対象管路の選定（考え方） 

既設管路 総延長 約 780km 

更新対象管路 

約 76km 

更
新
の
優
先
順
位 

高 

低 

重要給水施設による評価 

老朽度による評価 

管種（耐震性）による評価 

鉛製給水管による評価 

その他 

効
果
的
な
路
線
を
選
定 

図表 4-12 鉛製給水管の取替範囲（水道部施工） 

老朽度による評価 

管種（耐震性）による評価 

重要給水施設による評価 

鉛製給水管による評価 

その他 
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（３）経営の合理化・効率化に向けた取組み 

民間的経営手法の活用検討 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

経営の効率化を図るためPFI※の活用、運転管理業務や窓口業務の包括委託等について、

研究・検討を実施していきます。 

 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

1. 運転管理業務 

十日市浄水場は、給水開始後 50年以上経過した施設ですが、費用対効果及び危

機管理上の優位性から、今後も存続していく方針です。これを受けて、経年化し

た施設や設備の長寿命化や更新、耐震化などの整備手法を検討するとともに、今

後の施設運営、職員減少に伴う人事管理、財政への影響等について、課題をあき

基本目標 

持続 強靱 安全 

図表 4-13 水道管路の老朽化対策・耐震化対策のスケジュール 

【PFI(Private Finance Initiative)】浄水場などの公共施設を建設する際に、民間事業者の資金、経営能力及び技術能力を活用し

て設計・建設・維持管理・運転等を行う手法のこと。 
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らかにした上で、経営戦略期間内に包括委託などの官民連携も視野に入れた浄水

場の管理運営方法を検討します。 

 

2. 営業窓口業務 

窓口業務については、これまで茨木市行財政改革指針や国の経済・財政再生計

画において効率性を高めるための手法として民間活用が推進されており、本市水

道部におきましても、職員数の減や熟練者の退職に対応するため、水道料金の収

納業務などを包括委託することを考えております。今後、その実施時期（目標 2022

年度）や委託内容、市職員の関わり方などについて、研究・検討を進めていきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. その他業務 

災害対応に必要な人員の確保などの安全性や事業の持続性、効率性等を考慮し

た上で、その他の水道の業務全般においても、市民サービスの向上につながる民

間活用の可能性や効果について、調査・研究していきます。 

 

従来 将来

すでに民間に委託している業務

市

民
間

市が担当している業務 引き続き市が担当する業務

今後民間が担当する業務

 窓口業務

 開閉栓業務

 電話対応業務

 料金収納業務

 漏水・濁水の料金減免に関する業務

 水道メーターの管理業務

 支払催促・破産等に関する業務

 苦情・トラブルに関する業務

 メーター検針・取替業務

 メーター検針・取替業務

 窓口・電話対応業務

 開閉栓業務

 料金収納業務

 漏水・濁水の料金減免に関する業務

 水道メーターの管理業務

 支払催促・破産等に関する業務

 苦情・トラブルに関する業務

【包括委託の考え方（案）】 
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３．財政計画 

（１）財政目標 
財政目標の設定方針 

将来に渡って健全な経営を継続するために、安定経営に必要な資金の確保と将来世代の

負担に留意した企業債残高の抑制を目標としています。 

 

水道事業ビジョンにおける目標 

 

水道事業経営戦略において設定した目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 
現状 目標 

2016年度 2022年度 2027年度 

十日市浄水場（深井戸）の取水量 

（受水費の削減） 
9,643m3/日 12,000m3/日 12,000m3/日 

給水収益に対する企業債残高の割合 

（企業債残高対給水収益比率） 
128.1％ 140％以下 

料金回収率 106.1％ 100％以上を維持 

項目 
現状 目標 

2016年度 2022年度 2027年度 

資金残高 38.7億円 25億円以上 

経常収支比率 114.1% 100%以上 



４ 

40 

 

第４章 投資・財政計画 

 

 

（２）投資計画を踏まえた財政計画 
①中長期的な視点に立った財源構成と財政収支シミュレーション 

今後、給水人口の減少や施設、管路の耐震化、老朽化による更新費用の増加が見込まれ

ることから、水道事業の将来を見据えた計画的な経営を行っていく必要があります。 

そこで、前述のアセットマネジメント手法を用いた今後 50年間の更新需要を考慮しなが

ら、今後 10年間の具体的な投資計画に基づき、財政収支見通しのシミュレーションを行い

ました。 

シミュレーションでは、投資額の変動を考慮しながら、資金残高（本市が事業を継続す

るために最低限必要な資金の確保）と企業債残高（世代間の公平性を考慮）について次の

条件を設定し、財源構成を決定しました。 

 

（設定条件） 

(1) シミュレーションの期間は、経営戦略の計画期間である 2019 年度から 2028 年度

（10年間）とする。 

(2) 資金残高は、25 億円以上確保する。（会計年度中に変動する資金と支払の過去実績

から設定） 

(3) 企業債残高は、資金残高 25 億円が確保できるよう新規発行額を調整する。（将来世

代の負担をできるだけ軽減できるよう設定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

41 
 

第４章 投資・財政計画 

 

（シミュレーションの結果） 

 

 

（シミュレーション結果）※詳細な数値は、第５章 投資・財政計画に表示していま 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 4-14 今後 10年間の財政収支見通し（収益的収支） 

図表 4-15 今後 10年間の財政収支見通し（資本的収支） 

(6,000)

(4,000)

(2,000)

0

2,000

4,000

6,000

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

（百万円）

企業債 その他の収入 建設改良費

企業債元金償還金 その他の支出 資本的収支不足額

(6,000)

(4,000)

(2,000)

0

2,000

4,000

6,000

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

（百万円）

料金収入 長期前受金戻入 その他の収入

職員給与費 減価償却費 受水費

支払利息 その他の費用 当年度純損益
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４．投資・財政計画（収支計画） 

（１）前提条件  

投資・財政計画の前提条件は以下のとおりです。 

 

  

 前提条件 

収
益
的
収
支 

収
益
的
収
入 

料金収入 

年間総給水量（※1）×給水単価（※2）で算定 

※1 「第 3章１.人口減少と水需要の動向」で予測した年間総給水量

を使用 

※2 過年度の実績を踏まえ算定 

受託工事収益 過年度の実績を踏まえ算定 

その他営業収益 過年度の実績に下水道負担金の予測を加味して算定 

補助金 過年度の実績を踏まえ算定 

長期前受金戻入 「第４章２.投資計画」を踏まえ算定 

その他営業外収益 過年度の実績に下水道負担金の予測を加味して算定 

特別利益 過年度の実績を踏まえ算定 

収
益
的
支
出 

職員給与費 過年度の実績に包括委託による削減効果を加味して算定 

経費（動力費、 

修繕費、材料費） 
過年度の実績を踏まえ算定 

経費（その他） 過年度の実績に包括委託の実施等を加味して算定 

経費（受水費） 
年間有収水量÷有収率（95.3％）－自己水水量（3,379千㎥／年＋925

千㎥／年）×72円／年 

減価償却費 「第４章２.投資計画」を踏まえ算定 

支払利息 
既発債:年度別償還予定額による 

新規債:企業債残高の 1.5%（5年据置） 

その他営業外費用 過年度の実績を踏まえ算定 

特別損失 過年度の実績を踏まえ算定 

資
本
的
収
支 

資
本
的
収
入 

企業債 2020年度以降負担の公平性を加味して算定（第 4章３.財政計画参照） 

他会計出資金 簡易水道債の償還にかかる一般会計からの繰入金を計上 

他会計負担金 過年度の実績を踏まえ算定 

固定資産売却代金 過年度の実績を踏まえ算定 

工事負担金 2019年度以降は見込んでいない 

その他 2019年度以降は見込んでいない 

資
本
的
支
出 

建設改良費 「第４章２.投資計画」を実現するための額を算定 

企業債償還金 償還期間に基づき算定 

その他 過年度の実績を踏まえ算定 
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（２）収益的収支  

 

投資・財政計画（収益的収支）

年　　　　　　度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

区　　　　　　分 （決算見込） （予算） （将来予測） （将来予測）

１． (A) 4,439,103 4,630,195 4,376,830 4,372,273

(1) 4,275,919 4,309,378 4,207,875 4,203,318

(2) (B) 4,643 158,112 5,037 5,037

(3) 158,540 162,706 163,918 163,918

２． 928,839 1,039,716 1,028,577 1,085,889

(1) 5,824 6,017 7,156 7,156

5,824 6,017 7,156 7,156

－ － － －

(2) 627,724 770,226 771,015 751,552

(3) 295,291 263,473 250,406 327,181

(C) 5,367,942 5,669,911 5,405,407 5,458,162

１． 4,525,040 5,096,283 4,396,875 4,555,341

(1) 418,694 430,538 416,916 416,916

170,622 188,381 173,382 173,382

80,204 34,544 64,698 64,698

167,868 207,613 178,836 178,836

(2) 2,640,094 3,193,868 2,489,893 2,643,319

131,177 136,295 118,250 118,250

1,985,724 1,895,404 1,855,027 1,852,683

42,381 106,693 65,876 65,876

12,110 17,383 10,876 10,876

468,702 1,038,093 439,863 595,633

(3) 1,466,253 1,471,877 1,482,083 1,487,123

２． 146,298 129,292 117,699 101,684

(1) 143,037 127,391 111,419 95,404

(2) 3,261 1,901 6,280 6,280

(D) 4,671,339 5,225,575 4,514,573 4,657,024

(E) 696,603 444,336 890,834 801,138

(F) 16,896 100 1,443 1,443

(G) 14,053 16,860 14,563 14,563

(H) 2,843 -16,760 -13,120 -13,120

699,446 427,577 877,714 788,018

(I) 1,409,989 1,067,339 1,174,038 1,210,504

(J) 5,580,337 4,748,227 4,167,008 4,364,065

609,381 502,188 474,708 474,214

(K) 1,687,815 1,926,804 1,756,092 1,803,612

545,559 545,545 557,664 565,654

681,995 933,823 750,992 790,522

( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 4,434,459 4,472,083 4,371,793 4,367,236

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 第 22条 に よ り 算 定 し た

資 金 不 足 比 率
(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率
(（L）/（M）×100)

う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

動 力 費

受 水 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

減 価 償 却 費

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
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（単位：千円，％）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

（将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測）

4,362,571 4,353,244 4,368,172 4,364,127 4,363,100 4,328,703 4,324,146 4,287,249

4,193,616 4,183,179 4,196,997 4,172,889 4,175,388 4,144,518 4,139,961 4,103,064

5,037 5,037 5,037 5,037 5,037 5,037 5,037 5,037

163,918 165,028 166,138 186,201 182,675 179,148 179,148 179,148

989,651 970,189 950,726 931,263 911,801 892,338 872,875 853,413

7,156 7,156 7,156 7,156 7,156 7,156 7,156 7,156

7,156 7,156 7,156 7,156 7,156 7,156 7,156 7,156

－ － － － － － － －

732,089 712,627 693,164 673,701 654,239 634,776 615,313 595,851

250,406 250,406 250,406 250,406 250,406 250,406 250,406 250,406

5,352,222 5,323,433 5,318,898 5,295,390 5,274,901 5,221,041 5,197,021 5,140,662

4,594,818 4,431,387 4,462,240 4,435,910 4,443,073 4,420,853 4,411,673 4,635,730

416,916 370,722 363,669 356,615 356,615 356,615 356,615 356,615

173,382 173,382 173,382 173,382 173,382 173,382 173,382 173,382

64,698 64,698 64,698 64,698 64,698 64,698 64,698 64,698

178,836 132,642 125,589 118,535 118,535 118,535 118,535 118,535

2,686,997 2,567,948 2,612,057 2,599,653 2,600,939 2,585,057 2,582,712 2,807,017

118,250 118,250 118,250 118,250 118,250 118,250 118,250 118,250

1,847,691 1,842,322 1,849,431 1,837,027 1,838,313 1,822,431 1,820,086 2,044,391

65,876 65,876 65,876 65,876 65,876 65,876 65,876 65,876

10,876 10,876 10,876 10,876 10,876 10,876 10,876 10,876

644,303 530,623 567,623 567,623 567,623 567,623 567,623 567,623

1,482,922 1,484,734 1,478,531 1,471,659 1,477,536 1,471,198 1,464,363 1,464,115

92,145 83,801 74,384 67,014 65,331 60,894 58,907 59,034

85,865 77,521 68,104 60,734 59,051 54,614 52,627 52,754

6,280 6,280 6,280 6,280 6,280 6,280 6,280 6,280

4,686,962 4,515,187 4,536,623 4,502,923 4,508,403 4,481,746 4,470,579 4,694,763

665,260 808,246 782,275 792,467 766,498 739,295 726,442 445,899

1,443 1,443 1,443 1,443 1,443 1,443 1,443 1,443

14,563 14,563 14,563 14,563 14,563 14,563 14,563 14,563

-13,120 -13,120 -13,120 -13,120 -13,120 -13,120 -13,120 -13,120

652,140 795,126 769,155 779,347 753,378 726,175 713,322 432,779

1,130,555 1,213,054 1,289,045 1,394,691 1,493,830 1,585,229 1,683,238 1,520,166

4,276,043 4,564,273 4,895,397 5,002,064 5,296,921 5,668,517 5,881,063 5,467,797

473,161 472,150 473,769 473,330 473,219 469,488 468,994 464,992

1,811,768 1,734,119 1,652,020 1,586,672 1,507,387 1,454,522 1,416,821 1,416,629

562,556 527,482 435,835 375,501 295,884 247,111 210,014 152,031

801,776 759,201 768,749 763,735 764,067 759,975 759,370 817,162

4,357,534 4,348,207 4,363,135 4,359,090 4,358,063 4,323,666 4,319,109 4,282,212
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（３）資本的収支  

 

投資・財政計画（資本的収支） 過去平均に修正

年　　　　　度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

区　　　　　分 （決算見込） （予算） （将来予測） （将来予測）

１． － － － 458,523

－ － － －

２． 9,557 9,950 10,359 10,785

３． － － － －

４． 718 1,760 2,850 2,850

５． － － － －

６． － － － －

７． 2,034 1,134 2,912 2,912

８． 461,645 578,332 － －

９． 498,850 499,000 － －

(A) 972,805 1,090,176 16,122 474,855

(B) 80,873 － － －

(C) 891,932 1,090,176 16,122 474,855

１． 1,357,554 4,518,277 1,797,842 1,398,616

205,543 223,928 203,185 203,185

２． 533,861 545,559 545,545 557,664

３． － － － －

４． － － － －

５． － － 223 223

(D) 1,891,415 5,063,836 2,343,610 1,956,503

(E) 999,483 3,973,660 2,327,488 1,481,648

１． 951,313 3,532,795 2,218,331 1,399,873

２． － －

３． － 300,285

４． 48,170 140,580 109,157 81,775

(F) 999,483 3,973,660 2,327,488 1,481,648

－ － － －

(G)

(H) 4,926,657 4,381,098 3,835,553 3,736,412

○他会計繰入金

年　　　　　度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

区　　　　　分 （ 決算見 込 ） （予算） （将来予測） （将来予測）

8,515 13,166 14,300 14,300

5,926 10,488 8,118 8,118

2,589 2,678 6,182 6,182

10,275 11,710 13,209 13,635

5,496 5,288 5,965 6,157

4,779 6,422 7,245 7,478

18,790 24,876 27,510 27,936

2013年度-2017年度の基準内繰入金の割合

45.2%

（税抜） 2017 2013年度-2017年度の他会計負担金の割合（税抜）

他会計負担金 1,760 51.4%

固定資産売却代金 1,822

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

う ち 基 準 内 繰 入 金

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)
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（単位：千円）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

（将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測）

542,716 430,507 421,127 599,617 244,918 240,943 293,651 393,169

－ － － － － － － －

11,229 11,692 12,174 6,827 1,082 － － －

－ － － － － － － －

2,850 2,850 2,850 2,850 2,850 2,850 2,850 2,850

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

2,912 2,912 2,912 2,912 2,912 2,912 2,912 2,912

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

559,492 447,746 438,848 611,991 251,547 246,490 299,198 398,716

－ － － － － － － －

559,492 447,746 438,848 611,991 251,547 246,490 299,198 398,716

1,658,412 1,312,166 1,283,223 1,833,993 1,306,302 1,284,835 1,569,462 2,106,859

203,185 203,185 203,185 203,185 203,185 203,185 203,185 203,185

565,654 562,556 527,482 435,835 375,501 295,884 247,111 210,014

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

223 223 223 223 223 223 223 223

2,224,289 1,874,945 1,810,928 2,270,051 1,682,026 1,580,942 1,816,796 2,317,096

1,664,797 1,427,199 1,372,080 1,658,060 1,430,479 1,334,452 1,517,598 1,918,380

1,565,203 1,351,353 1,298,219 1,546,423 1,355,035 1,260,481 1,424,104 1,788,028

99,594 75,846 73,861 111,637 75,444 73,972 93,493 130,352

1,664,797 1,427,199 1,372,080 1,658,060 1,430,479 1,334,452 1,517,598 1,918,380

－ － － － － － － －

3,713,474 3,581,425 3,475,070 3,638,852 3,508,269 3,453,328 3,499,868 3,683,023

（単位：千円）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

（将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測） （将来予測）

14,300 14,300 14,300 14,300 14,300 14,300 14,300 14,300

8,118 8,118 8,118 8,118 8,118 8,118 8,118 8,118

6,182 6,182 6,182 6,182 6,182 6,182 6,182 6,182

14,079 14,542 15,024 9,677 3,932 2,850 2,850 2,850

6,358 6,567 6,785 4,370 1,776 1,287 1,287 1,287

7,722 7,976 8,240 5,307 2,157 1,563 1,563 1,563

28,380 28,843 29,325 23,978 18,233 17,151 17,151 17,151

年度の基準内繰入金の割合

年度の他会計負担金の割合（税抜）
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５．投資・財政計画の総括 

財政収支シミュレーションを行った結果、計画期間（2019年度～2028年度）におい

て、収支の均衡が図られ健全な経営が維持できる見込みとなりました。 

しかし、今回実施したアセットマネジメント手法を用いた試算（P26）により、更新需

要の平準化が一定図れたものの、将来的には水需要の減少に伴う料金収入の減少や、20

～30年先に更新需要のピークが来る見込みとなっていることから、長期的には経営状況

が悪化する恐れがあります。 

今後は、水需要の減少や更新需要の増加に対処するため、企業債の効果的な活用や施

設の統廃合だけではなく、施設の長寿命化や管路等のダウンサイジング、目標耐用年数

の見直しなど検討を行い、アセットマネジメントの精度の向上を図るほか、更なる経営

の合理化や効率化に取組むとともに、市民負担の抑制に留意しながら料金のあり方も含

めて、適宜、経営戦略を見直していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,358

4,518

1,798

1,399
1,658

1,312 1,283

1,834

1,306 1,285

1,569

2,107

4,927

4,381

3,836 3,736 3,713
3,581 3,475

3,639
3,508

3,453 3,500

3,6834,565

3,007

2,453
2,651 2,564

2,853

3,183 3,290

3,585

3,960
4,173

3,764

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

（百万円）

建設改良費 企業債残高 資金残高 資金残高25億円（目標ライン）

図表 4-16 建設改良費、企業債残高、資金残高の推移 
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第 5章 今後の取組み   

１．経営基盤強化に向けた取組み 

（１）適正な料金水準の検討及び料金負担の公平性の確保 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

将来にわたって安定的な水道事業の財源を確保するために、これまで以上の経営の効率

と経費削減を行いながら、今後の事業環境に対応した適正な料金水準と料金体系のあり方

について検討を行っていきます。 

お客さまの料金負担の公平性を確保するため、料金体系のあり方の検討や未収金対策の

強化を行っていきます。 

 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

現行料金体系は、将来の給水量の減少等に備えるため 2010年に水道料金の全体的な値

下げ（△17.7％）を実施するとともに、基本料金と従量料金の割合を見直したものです。

料金改定の結果、有収水量が減少しても給水収益の減少を抑えることができたため、現状

では、給水収益の安定化について一定の改善が図られています。なお、将来にわたって安

定的な水道事業の財源を確保するとともに、お客さまの負担の公平性を確保するため、料

金水準と料金体系のあり方について、あらゆる側面から検討を進めます。 

また、収納率の向上に向けた取組みとして、電話・訪問による催告・停水執行や法的措

置などの強化を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 

持続 強靱 安全 

従量的 

経費 

固定的 

経費 

図表 5-1 有収水量、費用、収益の推移 

2010年料金改定 

基本料金 

従量料金 

201620112007

48.7%

15.2%

53.0%

31.4%

50.9%

33.5%

51.3%

84.8%

47.0%

68.6%

49.1%

66.5%

29,994千㎥

29,192千㎥

28,999千㎥

28,000

28,500

29,000

29,500

30,000

（千㎥）

収益費用

＜有収水量＞
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（２）適正な財源の確保の検討 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

水道事業における主な財源は料金収入と企業債であり、その他の財源として、補助金や

交付金等があります。企業債を増やすことで料金の値上げを抑えることができますが、過

度に企業債を増やすことは将来世代に負担を残すこととなります。世代間の負担の公平性

を考慮しつつ、将来にわたって適正な財源が確保できるよう、常に検討を行っていきます。 

 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

前述の財政収支シミュレーションによると、更新需要に応じた企業債の発行を行うこ

とで、資金残高は 25億円以上を確保できる結果となりました。また、企業債残高は 2028

年度末で 36.8億円（2016年度末 54.6億円に対して 67％）となり、将来世代の負担も

考慮した財源構成であると考えています。なお、今後の事業環境の変化に合わせて企業

債の発行水準については常に見直しを行っていきます。 

 

（３）新たな収入源の検討 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

廃止した水道施設用地については、将来の土地利用を考慮した上で、収益拡大につな

がる活用方法や、広告収入について検討していきます。 

 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

2019年度廃止予定の野々宮配水場について、将来の土地利用を考慮した上で、売却す

ることを検討します。すでに廃止されている元郡配水場及び廃止が予定されている旧山

手台送水ポンプ場についても、今後の有効活用を検討します。 

広告収入については、水道部発行物に広告を掲載することで新たな収入を得ることを

検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 

持続 強靱 安全 

基本目標 

持続 強靱 安全 
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 第 5章 今後の取組み 

 

（４）研修体制の充実 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

実務・現場対応能力の向上を目指した習熟度に応じた課内研修、水道技術に関する講

義や現場作業などを撮影した動画マニュアルの作成、先進都市の教育育成プログラムの

導入等の取組みを通して、研修効果のさらなる向上を目指します。 

また、ベテラン職員の持つ技術や知識等、業務上のノウハウを映像化や文書化するこ

とで、情報の共有化を図っていきます。 

 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

（公社）日本水道協会や大阪府等が主催している研修に加え、他団体が実施する水道

技術基礎研修、危機管理研修、経理・経営分析研修、未納整理研修等への参加を積極的

に行い、さらなる知識の習得・強化を目指します。 
 

（５）技術継承を進める組織体制の構築 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

次世代職員とベテラン職員の人員配置を見直し、偏った年齢構成となっている業務に

ついて、人員の入れ替え等により、最適な組織体制の構築を目指します。 

 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

市長部局との調整を更に行うことで、優秀な人材の確保を図るとともに、水道事業の

公共性や事業の継続性に留意しつつ、安定したサービスの提供やサービスの向上につな

がる組織形態のあり方について検討していきます。 

  

基本目標 

持続 強靱 安全 

基本目標 

持続 強靱 安全 
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第５章 今後の取組み 

 

 

（６）広域連携等に係る取組み 

（水道事業ビジョンにおける取組み方針） 

大阪広域水道企業団や大阪府内の他事業体等と連携した研修の実施などにより、広域

的な研修の機会を活用した人材育成を図っていきます。 

また、他事業体等との共同事務、緊急用材料倉庫や配水池の共同利用、頻繁に利用し

ない貯蔵品の共同管理業務等についても研究・検討を進め、経営・技術の両面にわたる

運営基盤や災害対応力の強化を図っていきます。 

 

（水道事業ビジョンを踏まえた実行計画） 

近隣事業者との合同の勉強会をたちあげ、広域連携の研究、人材育成を進めます。勉

強会の場において、すでに実施している配水池の共同利用についてはその範囲の拡大を

検討します。 

その他の広域連携については、特に配水池の共同利用や水質検査の共同実施、広報（災

害時等の連絡を含む）の連携について、計画期間内で進めることを検討します。 

また、本市の上下水道組織の一元化については、府域水道事業の広域化など考慮すべ

き課題はあるものの、一元化における課題の検証を行うとともに、市民サービス向上を

図るため、下水道事業との連携強化を図っていきます。 

 

 

 

  

基本目標 

持続 強靱 安全 
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第 6章 経営戦略の事後検討・更新等 

第６章 経営戦略の事後検討・更新等 

１．計画の推進と点検・進捗管理の方法  

経営戦略の推進のため、毎年目標指標の達成状況を把握することで進捗管理を行います。 

経営戦略の計画期間は 2019年度～2028年度の 10年間ですが、水道事業ビジョンの見

直し年度に合わせ、経営戦略についても同じ時期に見直しを行う予定です。経営戦略の投

資・財政計画に対する実績の評価・分析を行い、その結果を次の経営戦略等に反映させる

PDCAサイクル※（計画策定（Plan）-実施（Do）-検証（Check）-見直し（Action））を導

入し、目標の達成状況や見直した経営戦略を住民のみなさまへ公表しながら、更なる経営

の健全化に取組みます。 

 

 

 

 

 

   

 

  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本ビジョンの目標実現に向けた進行管理（PDCAサイクル） 

【PDCAサイクル】計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のプロセスを順に実施し、最後の改善を次の計画に結び 

付け、継続的な業務改善などを推進するマネジメント手法のこと。 

【ローリング】常に計画期間が 10年間となるように見直しを行う手法。 

 

お
客
さ
ま 

ご意見 

公表 

Plan 

Do 
Check 

Action （計画） 

経営戦略の策定 

（実行） 

事業の実施 

（評価） 

進捗状況の検証 

・評価 

（改善） 

施策の見直し 

・改善 

PDCA 
サイクル 

※ 
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第６章 経営戦略の事後点検・更新等 

 

２．経営指標  

（１）投資目標 

 

 
 

（２）財政目標  
 

（目標年次を計画期間の 2028年度ではなく 2027年度とした理由は、2018年に策定した水道事業

ビジョンにおける目標年次と整合させるためです。） 

 

項目 
現状 目標 

2016年度 2022年度 2027年度 

水道施設数 45か所 39か所 39か所 

耐震化済み重要給水施設数 0か所 15か所 24か所 

配水池の耐震化率 91.4％ 100％ 100％ 

管路の更新率 0.78％ 1.0％以上 

基幹管路の耐震管率 37.1％ 44% 45％ 

有収率 95.4％ 95%以上 

給水原価 138.6円 137円以下を維持 

バックアップ率 21％ 60％ 60％ 

項目 
現状 目標 

2016年度 2022年度 2027年度 

十日市浄水場（深井戸）の取水量 

（受水費の削減） 
9,643m3/日 12,000ｍ3/日 12,000ｍ3/日 

給水収益に対する企業債残高の割合 

（企業債残高対給水収益比率） 
128.1％ 140％以下 

料金回収率 106.1％ 100％以上を維持 

資金残高 38.7億円 25億円以上 

経常収支比率 114.1% 100%以上 


